
はじめに

　茨城県と言えば、霞ヶ浦や筑波山といった
自然に抱かれ、納豆、鶏卵、レンコンといっ
た農産物が真っ先に連想されることから、農
業の盛んな県として広く認知されている。茨
城県の耕地面積は、平成１９年全国都道府県市
区町村別面積調査によると全国で第１位、販
売農家数及び農業就業人口も、農林水産省大
臣官房統計情報部「２００５年農林業センサス」
にて全国第１位となっている。また、本年１

月に農林水産省より発表された平成１９年農業
産出額によると、茨城県の農業産出額の全国
順位は３位となっている。こうした側面ばか
りがイメージとして先行している一方で、地
域ブランドとしての茨城県の認知度や魅力度
の地位は低く、本年７月、民間シンクタンク
の株式会社ブランド総合研究所が約３万２千
人を対象に行った地域ブランド調査では、都
道府県別で最下位という結果が報告されてい
る。しかしながら、本調査においては、同県
のつくば市などが全国的に高い評価を受けて
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Abstract

 Ibaraki, Japan has amount of resources for innovation, where numerous researchers and engi-

neers are engaged in various forms of study and research. The recognition that the core element for 

promoting innovation in the Tsukuba area relied on building sincere cooperation among industry, gov-

ernment and academia came with The Science and Technology Basic Plan (Third Basic Plan), the Out-

line for Strategic Economic Growth, and the Comprehensive Strategy for Creating Innovation. 

Amidst this, multilayered innovation pipelines and networks have taken form. However, the true po-

tential at Ibaraki has yet to be seen. This paper reports on some troubles on the cooperative activities 

among government, industry and academia developed through the community.
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おり、茨城の新しい魅力が醸成されつつある
ことも報告されている。
　全国的な認知度こそ高くはないが、研究学
園都市として知られるつくば地域の研究学術
拠点だけでなく、茨城県には様々な政府系機
関や産業拠点の集積がある。つまり、茨城県
は、イノベーション創出の切り札として注目
されている産官学連携に関するリソースを豊
富に内包しており、国内のみならず、世界的
なイノベーションの拠点となりうるポテン
シャルを有している側面も持ち合わせている
のである。
　本稿では、茨城県と、県が抱える先進地区
としてのつくば地域に着目し、イノベーショ
ンの創出可能性とその課題について考察する。

１．茨城県の概要

　茨城県は、関東平野の北部に位置し、その
西縁は太平洋に接している。北部に広がる阿
武隈山地や八溝山地とその周辺丘陵だけで 
１/３の面積を占めるものの、中央部から西部
域には、東茨城、鹿島、行方、新治、稲敷、
猿島の各台地が、また、県南東部には低地が
発達している。この平坦な地形を利して、約
６１万ha（全国第２４位）という総面積にかかわ
らず、可住地はその６５．１％で、全国第４位の
面積を誇っている（総務省統計局「社会生活
統計指標 ２００９」）。また、震度６以上の大型
地震災害や噴火災害は、昭和以降、１件も発
生しておらず、自然災害の少ない県でもあ
る。首都圏から距離的にも近く、気候も近い
ことなどとも合わせ、気候や地理的条件面
で、企業や公官庁等、様々な機関の誘致にお
いて、茨城県は恵まれた自然環境にある。
　県の経済は、前述の農業に加え、製造業に
特化した産業構造に特徴が見られる。県の
GDP（県内総生産）の構成比と、国のGDP
（国内総生産）の構成比との比較を図１に示
す。県の構成比を国の構成比で除した特化係

数で見ると、農業が１．８２、製造業が１．４１と突
出している。特に、製造業が県内総生産に占
める割合は大きく、平成２１年２月に茨城県企
画部統計課から発表された「茨城県県民経済
計算の概要」によると、その割合は３１．２％に
達している。また、製造品出荷額等は、平成
１９年工業統計調査結果報告書において、全国
順位で８位にあることが示されている。

２．イノベーション創出への資源

　茨城県は、イノベーション創出に必要な、
産業資源、科学技術資源等、各リソースを多
く抱えている県である。まず、産業資源の集
積に関し、本年９月に経済産業省が発表した
工場立地動向調査の確報の一部を表１に示す。
　表１に示すように、企業立地件数及び工場
敷地面積ともに、全国順位の上位に位置して
いる。特に、過去１６年間の工場立地面積の累
計は２位の愛知県より３３％も多くなってい
る。この他、本年３月発表の「関東経済産業
局管内の工場立地動向（速報）平成２０年通年
調査」（経済産業省関東経済産業局）による
と、県外企業立地件数が過去３年間にわたり
全国順位１位であることが示されている。そ
の内容を見ても、日立建機、コマツ、ファ
ナック、アステラス製薬といった大手企業が
多く含まれており、県の企業誘致が好調であ
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図１　経済活動別総生産（名目）の特化
係数１）



ることが伺える。現在、県北地域の日立地区
には日立製作所とその協力企業を含め約
１，６００社、また、鹿行地域の鹿島地区には鉄
鋼や石油化学産業などの素材産業に関係する
約１６０社の集積がある。
　この背景には、工業団地の整備だけでな
く、工場等の新設に伴う３年間の法人事業税
の免除や固定資産税の減免、さらに不動産取
得税の免除など、全国にさきがけた税制面で
の優遇策がある。県ではさらに広域交通ネッ
トワークの整備にも力を入れており、これま
で東京方面（南北方向）にばかり発達してい
た高速道路網は、首都圏中央連絡自動車道や
北関東自動車道の整備で東西方向に拡張され
つつある。また、東関東自動車道水戸線は、
空の玄関となる茨城空港（本年度開港予定）
に必須の交通網として整備が進められてい
る。これに加え、日立港区、常陸那珂港区、
大洗区を内包する茨城港は、首都圏の北側
ゲートウェイとして、また、鹿島港は同東側
ゲートウェイとして、前述の高速道路網との
相乗効果により物流の効率化を担うべく整備
が行われている。
　経済産業省関東局管内における「立地地点
の選定理由」を図２に示す。これを見ると、
企業側では工業団地、高速道路、自治体の助
成等を選定理由に挙げており、これらの項目

については、県の施策との合致が認められ
る。
　科学技術関連のリソースについては、主に
東海地区とつくば地区に集積が見られる。東
海地区には、原子力研究関連機関が多く、日
本原子力研究開発機構をはじめ、東京大学、
東北大学、茨城大学などに、約２，８００人の研
究者や技術者が集積している。また、研究学
園都市であるつくば地区には、学術・研究機
関が集中している。研究学園都市としての機
能の中核をなす政府系研究機関は、内閣府、
外務省、文科省、総務省などから、文教系で
７機関、建設系で６機関、理工系で７機関、
生物系で１０機関、共同利用系で１機関の計３１
機関にものぼる。民間研究機関を含めると、
研究機関の数は平成１６年の時点で３００を越え
ている４）。また、平成１９年時点でつくば地区
には１万人以上の研究者を確認することがで 
き５）、実際には約２万人以上の研究者の集積
が見込まれており、これには５千人を越える
日本人博士号取得者と、４千人強の外国人研
究者が内包されている。つくば地区には、各
イノベーションフェーズを担う研究機関、構
成企業群、ベンチャー企業群、ファンディン
グ機関も存在しており、イノベーションのパ
イプライン・ネットワークが重層的に出来つ
つある。また、研究学園都市という特性か
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表 1 　企業の立地件数及び工場立地敷地面積（都道府県別）

全国
順位

平成20年
（件）

累計
（件）

平成20年
（千m2）

累計
（千m2）

1 静岡 144 静岡 782 静岡 1,865 茨城 17,150

2 兵庫 102 兵庫 683 宮城 1,436 愛知 12,890

3 愛知 98 群馬 665 福島 1,224 静岡 12,155

4 群馬 83 愛知 618 兵庫 1,216 群馬 12,095

5 茨城 79 福岡 592 茨城 1,213 福島 11,851

6 福岡 65 茨城 554 群馬 1,196 北海道 11,541

※データは経済産業省工場立地動向調査平成20年確報（平成21年9月30日発表）2）による。
※「累計」は、平成 5 年から平成20年までの16年間の累計を指す。



ら、ザインエレクトロニクス株式会社（フ
ラットパネルディスプレイ分野等）、CY-
BERDYNE株式会社（ロボットHAL等医療福
祉機器）、株式会社つくばウエルネスリサー
チ（健康増進事業に関するコンサルティング
等）といった企業がつくば地域で創業し、実
績を挙げている。しかし、つくば地区に対す
る各方面からの巨額の投資からすると、つく
ば地区がそのポテンシャルの全てを具現化出
来ているとは言い難い。多数の研究機関が抱
える膨大な技術シーズが、効率的に事業化に
結びついていない現状にある。

３．考察

　産業資源の集積には、（１）恵まれた自然
環境（平坦な土地、少災害、気候・地理的条
件）、（２）工業団地の整備、（３）地価、（４）
広域交通ネットワークの整備、（５）税制面
での優遇などが寄与しているものと考えられ
る。企業側の立地地点の選定理由（図２）に
は、工業団地や高速道路の整備、あるいは税
制上の優遇など、県の施策が功を奏している
部分が見受けられる。一方、「学術研究機関
の充実（産学共同等）」を選定理由とした回答

は０．３％しかない。イノベーションと人材育
成に５年間で約２５兆円を投資する第三期科学
技術基本法、日本の産業競争力強化を目指す
「経済成長戦略大綱」、「イノベーション創出
総合戦略」など、イノベーション推進の根幹
が真の意味での産学官連携であるとの認識が
高まる昨今にあって、産官学連携に対する企
業側の意識が必ずしも高くない実情も伺え
る。今後は、企業側に対し、産官学連携事業
の実効性を証明し、意識の発揚を促すような
施策を講じなければならないが、そのために
は一件でも多くの成功例を創出する必要がある。
　イノベーションの創出に関しては、産官学
の各機関の集積があり、革新的な技術シーズ
を豊富に抱えるつくば地区に期待を寄せるこ
とができる。技術シーズの事業化が順調に増
えない理由として、研究者側と企業側の意識
の乖離による頓挫や、各組織の壁による機関
間のスムーズな情報受発信の妨げなどが考え
られる。前者については、事業化に必要な投
資計画・研究計画・事業計画・製販計画の作
成にあたり、研究者側に見られるコスト意識
や立案能力の欠如が、結果的に企業側との歩
調を乱す傾向が見られる。この傾向は公的研
究機関で顕著であり、研究者には、企業であ
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図２　立地地点の選定理由（関東経済産業局管内）３）



れば役職の累進に伴う研修や実務で体得す
る、計画立案に必要なスキルの向上が望まれ
る。同時に、コーディネータ機能も強化され
る必要がある。また、後者については、
Chesbroughの提唱するオープンイノベーショ
ン６-８）への取り組みが有効であると考える。
今日では、様々な組織横断型のフォーラム等
が開催されているが、年次開催や不定期開催
のものも多く、イノベーションの出発点とも
言うべき人的交流やビジネス・マッチングの
場として十分に機能していないケースも多
い。筆者らが主催する「つくばイノベーショ
ン研究」９）では、これらの点に留意し、例会
を毎月開催するとともに、ネット上に構築し
たコミュニティ１０）などにより、活発な情報
交換と人的交流によりイノベーション創出に
貢献して行けるものと考えている。

４．まとめ

　茨城県は、自然環境や地理的要因に加え、
自治体の施策により、つくば、東海、日立、
鹿島の各地区に、それぞれ特徴的なイノベー
ション資源の集積拠点を内包する類稀な県で
ある。イノベーション創出に欠かせない産業
資源は、税制の優遇や高速道路等のインフラ
整備によりさらなる集積が見込まれる。立地
する企業側にはイノベーションを創出する産
官学連携事業に対する意識が低く、意識の発
揚にはより多くの成功事例が必要と考えられ
る。茨城県におけるイノベーションの創出に
向け、産官学の各機関と人的資源の集積する
つくば地区の有するポテンシャルには大いに
期待できるが、技術シーズの事業化に際して
は、マッチングや情報受発信に関し諸問題が

内在している現状にある。
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